第11回大阪府地方独立行政法人評価委員会大学部会　議事要旨

１　日時　　　　平成21年7月29日（水）　10時～11時20分
２　場所　　　　大阪府職員研修センター「大研修室」

３　出席委員　　山谷部会長、奥林委員、槙野委員（永田委員、宮嶋委員は欠席）

４　議題

（１）平成20年度の財務諸表について
　（２）平成20年度の利益処分について
　（３）平成20事業年度の業務実績に関する評価について

　（４）その他

５　議事概要

Ⅰ　開会

○　これまでの審議等の経過、本日の議事内容について、部会長から確認があった。
　Ⅱ　議事

（１）平成20年度の財務諸表について及び（２）平成20年度の利益処分について
　○　資料1「財務諸表の承認について（チェック項目）」により、法人から提出された財務諸表を府として確認した結果について、府の法人所管課である私学・大学課から、適正に処理されており、地方独立行政法人法第34条第1項に基づき、法人の報告どおり承認して問題ない旨の報告があった。
○　資料2「平成20年度における剰余金の概要」により、余剰金の主な発生原因と利益処分案について、法人から次のとおり説明があった。
・　当期総利益（余剰金）約9千万円が発生した主な理由は、省エネ対策の推進による光熱水費の削減、外部研究資金の増加による経費節減と既存研究費等の削減。

・　当期総利益は、いずれも経営努力の結果により発生したものと考えており、その金額を教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるための目的積立金として、地方独立行政法人法第40条第3項の規定による知事の承認をいただきたいと考えている。
　　なお、学生在籍者の充足率は、各学部、各学科とも90％を上回っている。

○　資料3「利益処分にかかる知事の承認（経営努力認定）について」により、努力認定の考え方や認定の基準及びこれをもとにした府の判断について、私学・大学課から次のとおり説明があった。
・　法人から申請のあった余剰金は、経営努力によるものと認められるため、利益の処分に係る申請については、地方独立行政法人法第40条第3項に基づき、法人の申請どおり承認して問題ないと考えている。

○　委員から財務諸表及び利益処分に関する意見や質問（◆で表示）があり、法人からの説明（⇒で表示）があった。

◆　ずいぶん努力して成果を出している。光熱水費を3,300万円削減するには色々な努力や工夫があったと思うが、具体的にどういう取組みで節減が可能になったか教えてほしい。
⇒　全学的に省エネの計画を立て、平成20年度は平成18・19年度平均に対し7％削減という目標を設定した。具体策としては、昼休みの消灯、上水を中水に変える、エアコンや冷蔵庫などを節電型に切り替えるなど、小さな積み上げで光熱水費の抑制に努めた。削減目標を今年度は12％、来年度は15％に引き上げ、3ヵ年の目標を立てて全学的に取り組んでいる。
◆　結論的にこれでいいが、数字的に9,200万円の粗利と経費節減等による金額が合っているのは偶然か。人件費などの入れ繰りをしているということか。

⇒　そのとおり、多少の入れ繰りをしている。
◆　省エネの関係で、昨年度はガスや電気の単価が上がったが、この光熱水費はみなしか、それとも平成19年度に対して実際の支出額が減少したのか。
⇒　原油高により電気やガスの単価が上昇し、使用量自体は減っているが、支出額は結果的に増加した。水道については、単価の値上げもなく支出額も減っている。
◆　みなしではなく実績で電気・水道・ガスで3,300万円節減ということか。水道はすごく節水したということか。
⇒　予算に比べての削減額。みなしでいうと約9千万円。もっと早くやればと思う部分もある。かなり気合を入れて取り組んだ。
◆　ガスは昨年販売量は下がったが、売上げは増加した。相当努力されていると思う。

⇒　昨年度は8月に本格予算を組んだので、そのときの単価をある程度反映しており、対予算比で下がった。
◆　定員充足率について、学部だと定員比2割増ぐらいのところがあるが、大学院は人間社会が定員比161％、看護や総合リハビリテーションでも4、5割多い。一般的に考えると定員を5割あるいは4割も超えると運営上問題が出てくると推測されるが、定員増により学生へのサービスという点で問題ないか。

⇒　ご存知のとおり大学院の定員設定自体に問題がある。大学院の入学者数は定員に対する制限がなく、文部科学省が特に問題視しなかったこともあり、暗黙の了解と考えていた。3大学統合・法人化の際には検討もしたが、学部定員を若干少なくし、大学院の定員を若干増やすにとどまった。但し、文部科学省からは適切な大学院の定員を考えるべきとの話もあり、今年度の認証評価でも指摘される可能性があり、今後大学院の定員を是正しなければならない問題として認識している。
◆　入学者数は定員の1.3倍程度を目処に自由にやりくりできるが、私立大学では、例えば400人定員の学科に430人入学した場合、超過30人分の授業料の半分を学部に予算として渡し切ることをやっている。府立大学ではそのような工夫を行っているか。

⇒　府立大学では行っていない。入試ではよほどのことがない限り多くて1割増程度としている。工学部が中期日程なので、ある年には多く入学することがあり、その場合には学生に迷惑がかからないよう予算措置をしているが、コントロールはしていない。
◆　少人数クラスや語学クラスが増えて非常勤講師が必要となり、教員負担も増えると思うが、その対応は。

⇒　そういう場合は大学全体として対応し、学部には権限を与えていない。
○　余剰金は経営努力によるものと認められるため「意見なし」、財務諸表の知事承認についても「意見なし」とすることで、部会長から各委員の了解を得た。

○　意見書（案）を配付し、部会長から改めて各委員に諮った上で意見書を決定し、知事に提出することとした。

（３）平成20事業年度の業務実績に関する評価について

　○　資料4「小項目評価の論点に関する検討結果（案）について」により、前回の部会における小項目評価に関する審議結果の概要について、事務局から説明があった。

　○　資料5「平成20事業年度の業務実績に関する評価結果小項目評価（たたき台）」及び資料６「平成20事業年度の業務実績に関する評価結果 （たたき台）」により、小項目評価及び評価結果の取りまとめについて、事務局から説明があった。

○　委員からの意見・質問（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。

　
（３－１業務運営の改善及び効率化）

◆　内部監査体制について前回発言したのは、充実すべきという意味ではなく、他の大学の状況なども見て内部監査体制が十分であるか検証されたいということ。専任職員を増やすのは、予算の関係もあるので、できる限りでという趣旨。
⇒　表現は工夫がいるかもしれないが、是非充実したいという希望はある。
◆　全体的な評価とも関わるが、印象として非常によく頑張っている。運営交付金の削減や教員定員を削減した中で計画通り達成している。但し、「計画通り」が前面にでると、普通のこととられる危険性がある。取り巻く環境が困難であることを付け加えないと、「計画どおり」の重みが軽く見られてしまう。例えばウエイトを置いた項目はⅣ評価を得ていることを具体的に示し、困難な状況の中で十分に目標を達成している経営努力を評価すると付け加えてほしい。
　
（３－２財務内容の改善）

◆　外部研究資金の獲得は順調だが、今後の見通しはどうか。不況の中で、企業からの研究資金については削減されやすい。企業から外部資金を獲得するためには、府大と共同研究することが企業にとってもプラスになることを、実績をもって示していく努力が必要と思う。
⇒　外部研究資金の獲得額が全国トップと言われるほど伸び率が高いのは、これまでポテンシャルがあったが生かせていなかったが、法人化して教員が個人的に獲得していったものの芽が出たため。今までは蓄積してきたものを法人化して出してきたが、今後、基礎研究をきちんとする努力が必要。また、個人としての対応だけでなく、大学として組織的に獲得することが必要。各自の分野を超えて提案する研究テーマなどで、もっとプロジェクトが取れるのではないかと思う。さらに、大企業だけでなく、府内の中小企業などとの取り組みや、府の研究機関との連携を行うなど、いくつかの対策を考えて努力していきたい。
◆　就職先が府の内外で授業料に差をつけるのは論理的には難しいので、多くの公立大学で行っているように学生の出身が府の内外で入学時に差をつけるという趣旨で書いてもらえればと思う。

⇒　何らかの工夫をするという表現でどうか。前回意見をいただき学内で議論したが、普通に授業料を払ってもらい、府内に就職すれば返すということも可能ではないかと思う。できるだけ全国から人を集めて、大阪で働いてもらうほうが公立大学としてはよい。様々な選択肢の可能性があるので、就職先が府内外での扱いを検討してはどうかという趣旨で受け止めたい。
◆　それではそのような趣旨で記載してもらいたい。
◆　財務と3-5とも関連するが、いかに外部資金を獲得しただけでなく、外部研究資金を獲得したことにより、その成果をどのように社会還元や地域貢献につなげたかを表現されると府民は納得しやすいと思う。
⇒　知事からも成果を府民へわかりやすくアピールできていないという指摘を受けており、広報を充実する中で検討を進めている。

　
（３－３自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供）

◆　社会貢献という面で、これだけの公開講座をやった、池田銀行や他大学との協定を結んだという事実や実績は書かれているが、それでどう評価されたのかが分からない。活動した実績が、例えば、学生の評価が上がったとか、地域社会の評判が上がったなど、具体的な成果がどうなのか。今は活動実績で評価しているが、次のステップとして、成果による評価を検討すべきではないか。
◆　評価については、他の公立大学との比較や、府立大学の法人化前後の評判の比較、子どもが大学に行ってる方々の評価などが考えられる。手間はかかり難しいかもしれないが、昔と今の比較、他との比較の視点があれば明確になる。
⇒　自己評価だとそこまではできていない。全国的な評価の例として、留学生30万人計画が政府主導で行われているが、留学生を増やして大学での成果をどこで評価するのかということが学長会議で話題になった。本来の大学のミッションがどうなったのか評価が必要。そうなると比較の視点が必要になるかもしれない。
◆　難しい宿題かもしれないが、委員会としてのコメントとしては、自己点検評価について工夫が必要かもしれないという表現だろうか。
◆　大学の活動をいかに府民に分かりやすく説明するかが問題になる。知事からも分かりにくいとの意見があるのであれば、今後さらに府民に対してわかりやすく、単に情報公開するだけでなく積極的な説明が必要である。
　
（３－４その他の業務運営）

◆　事務の効率化や人事の問題になるが、3大学統合によるメリットは何か。統合によるシナジー効果や、人事の適正配置や職員の配置等で成果を出していると思うので、そういう事例を記載してはどうか。
⇒　昨年、前学長は本委員会で、最初は統合だったが今は融合になったという表現をした。統合後1、2年目は教員も人事も緊張した感じだったが、今はかなり雰囲気が変わっている。例えば、女子大出身の教員でポテンシャルはあるものの目立たなかったが今は目立っている方がいるなど、効果を感じるところはあるが、どのように表現するかは難しい。
◆　看護大は羽曳野にもともとあり、女子大は中百舌鳥に全て移り、獣医はりんくうに移転したが、長期的に見て看護学部は中百舌鳥に一緒にしても意味がないということか。

⇒　一緒にしてほしいというのが学部の要望。中百舌鳥にいれば1、2年の英語や教養を共通でできる。戦略的に羽曳野に行ったわけではない。

◆　教養は一箇所でやるほうが効率的で教員の充実も図れる。羽曳野は一般教養も1年から別にやっているのか。

⇒　水曜日だけ中百舌鳥で開講するなど工夫しているが十分ではない。教員も一緒のほうが効率的なので、早く中百舌鳥に行きたいという思いはある。

◆　物理的な制約がある中で、統合の効果を出すべく工夫しているということか。小規模な大学では教養の専門の教員は集めにくいため、統合は学生にとっては効果がある。

⇒　その意味では、教員の人事面ではなく学生の面では、統合の効果は上がっている。看護学部のマインドはぐっと変わっている。
　
（３－５大学の教育研究等の質の向上）

◆　今年度も文部科学省のGP（優れた取組みに対する支援）が採択されたそうだが、FD（ファカルティ・ディベロップメント。大学教員資質開発）の関係か。
⇒　同志社大学の山田先生が中心となって、北海道大学、甲南大学とともにIR（機関研究）に関する戦略的大学連携支援事業が採択された。大学院GPは残念ながら不採択。学部GPはまだ結果が出ていない。
◆　毎年教育GPなどを取っているのはすごい。書類作成など事務作業も大変であり、普通はここまではやらないが頑張っていると思う。
⇒　チームを作って取り組んでいる
◆　大学院研究科の定員について、経済学研究科が多いと感じる。民間企業から見ると、理工系は大半が院卒採用だが文系の院卒はほとんど採用しない。卒業後どうするのか。
⇒　経済と看護の大学院生のほとんどは仕事をしながら夜間や土日にサテライトキャンパスに通っている社会人学生。理系は普通に進学した院生がほとんどである。一般的に文系の院生には留学生が多いなど事情は様々である。本学の経済学研究科は社会人が多く、就職の心配はない。
◆　このような状況は特徴的なことではないか。一流大学の特徴であり、地域貢献という観点もある。
⇒　府大は研究者も育てるが、企業で働く人に資格を与えて教育するという方針。

　
（２全体評価）

◆　全体的な評価としては、逆風の中で頑張っているというのが一つ。もう一つは政治的な情勢など、環境が不安定な状況であるにも関わらず、法人として自律的に行動し、着実に成果を出している。これは地方独立行政法人の目指す大きな理想であったが、それを達成している。それで計画通りに成果を達成していることが社会的な意義であると言えれば、よい評価になるのではないか。
◆　府大は逆風の中で頑張っている。不安定な状況の中で自律的に着実に成果をあげてきた。それが地方独立行政法人の目指す方向のモデルとなっている。
　○　他に意見がなかったため年度評価に関する審議を終了し、評価結果素案の取りまとめを部会長に一任とすること、また素案を法人に提示し意見聴取することについて、各委員の了承を得た。

（４）その他
○　次回大学部会は、8月27日（木）の10時から正午まで大阪府職員研修センターにて、病院部会、評価委員会とともに開催を予定している旨、事務局から報告があった。

Ⅲ　閉会

以上
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